
１　関連事業等について

　（２）未利用地・建物等の使用

　（３）特別な優遇措置等

２　政策的な課題の解消について　〈９項目〉

1 学校における職員配置の適正化

2 青少年会館の管理運営業務

3 保育所における職員配置 

4 地域老人福祉センター管理運営

5 障害者会館管理委託

6 ふれあい人権住宅の募集対象区域の拡大

7 未利用地等の管理および駐車場の管理運営

8 人権文化センター

9 大阪市人権協会等の職員の雇用問題

※見直し方針：地対財特法期限後の関連事業等の総点検調査結果に基づく事業等の見直し等について（方針）（平成18年11月29日）

地対財特法期限後の事業等の見直し状況について

方　　針

（１）委託事業・補助金・貸付金・分担金

項　　目 取り組み状況および今後の方向

　既に他の同種の利用条件との均衡
が図れたもの
　　　　　　　　〈１８件　[平成１９年１月末現在]〉
・引き続き方針に沿って検討・実施に努め
　ている

＜見直し事業＞

１　地域内管理施設
　・条例廃止予定施設〈２事業〉
　　（地域老人福祉センター、青少年会館）

２　19年度当初までに見直す事業
　（１）廃止する事業〈２６事業〉
　　・委託事業（人権文化センター（ＩＴ）講習等）
　　・補助金（大阪地域医療ケア研究大会補助等）
　（２）整理・統合する事業〈５事業〉
　　（地域生活支援事業等）

３　職員の見直し
　学校（管理作業員・給食調理員）
　　　　　１８年度末　３２名　　１９年度末　３２名
　保育所（保育士）
　　　　　１８年度末　７８名

 引続き活用を図っていくもの　〈９２件〉
・１９年度以降、他の同種の利用条件との
　均衡を図るよう着実に対応していく

　明渡しや原状回復等を求めるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈４６件〉
・１８年度末を目途とし速やかに対応する

　既に明渡し等が完了したもの
　　　　　　　　〈１８件　[平成１９年１月末現在]〉
・１８年度末を目途に取り組みを進めている

＜見直し方針＞

 委託事業　〈４９事業〉
・事業ごとに廃止、整理統合、全市展開の方
　向を決めスケジュールを明確にして実行する
　
補助金・分担金　〈３０事業〉
・廃止するものや経費分担を整理するものに
　ついては、スケジュールを明確にして実行
　する
・全てについて、本市の補助金見直しの中
　で検討し、積算内訳について情報公開する

貸付金　〈６事業〉
・回収や債権処理について、スケジュールを
　明確に 実行する
・奨学金については一括処理に向けた債権
　放棄等を行なうための課題整理をおこなう

＜暫定措置･19年度以降に見直しを行う事業＞

１　暫定措置
　　　もと地域老人福祉センター暫定管理
　　　もと青少年会館暫定管理

２　19年度以降に見直しを行う事業
　（１）補助金・分担金
　　本市全体の方針に沿い21年度までに見
　　直し（化製場集約化対策事業補助金等）
　（２）委託料
　　19年度中に見直し（工場アパート等）
　（３）貸付金
　　返還金の回収と債権処理を検討
　　奨学金は、一括処理に向けた債権放棄
　　等を行うための課題整理を行う
　（４）地域内指定管理施設
　　人権文化センター、障害者会館
　（５）市人権協会職員の雇用問題
　　事業での暫定雇用など雇用への配慮を
　　行うとともに、再就職ステップアップ制度
　　を支援するなど再就職への誘導を図る

是正の内容とスケジュールを明確にし
実行する　　　　　　　　　　　　〈１９事項〉

　廃止する優遇措置等　　　　〈１７事項〉
 方針どおり見直しを行うもの　〈２事項〉

＜見直し方針＞

＜見直し方針＞

　＜見直し状況＞

　＜見直し状況＞

○１８年度末に管理作業員・給食調理員の半数（３２名）の配置を見直し、１９年度末に残り半数（３２名）の配
　置を見直す。
○１８年度中に施設・設備に対応するための給食調理員の配置基準の見直しを行う。
○１８年１２月に昼食事業試行校２校、弁当販売校３校の全生徒、保護者を対象にアンケート調査を実施してお
　り、校長及び業者に対するヒアリング結果を含め、中間集約を取りまとめる。
○１９年２月に中学校給食実施１２校の校長ヒアリング等を行い、家庭弁当の不持参状況等について市内中学校に
　アンケート調査を行う。「昼食のあり方研究会」で議論を重ね、１８年度末までに考え方をまとめる。

○１８年度末で条例廃止する。
○１９年度は暫定期間とし、引き続き体育館等を市民グループ等の利用に供するとともに、会議室等についても、
　貸し出しと本市事業での利用を行い、幅広い活用を図る。
○１９年度より「相談と居場所づくり等３事業」は全市展開し、その他の事業は廃止する。
○２０年度以降については、１９年度中に適切な管理方法を検討する。

○１８年度末で条例施設としては廃止する。
○１９年度は利用者の積極的な運営への参加に向けた誘導を行って円滑な移行を図り、高齢者の自主的な活動の場
　として引き続き利用に供する。
○２０年度以降に向けて施設の効率的･効果的な活用を図るため、地域福祉活動の拠点としての活用や地域ニーズ
　に合った自主的活用など、利用しやすく幅広い活動を行うための多機能･多目的な活用を１９年度中に検討する。

○１８年１２月に障害者会館のあり方を検討する場を設置し、事業の検証・検討を進めており、１８年度中に方針
　を出す。

○１９年度より募集対象区域を市域全体に拡大し、ふれあい人権住宅の名称を廃止し、啓発を図りながら募集を実
　施する具体的内容を検討中。

○現在策定作業が進められている全市的な未利用地等の活用・処分の方針に基づき、計画的に管理地の縮小を図っ
　ていく。それまでは暫定措置として引き続き人権協会に委託を継続する。
○住宅付帯駐車場および高架下を活用した駐車場の管理については、全市的な市有地を利用した駐車場の今後の方
　向性に基づき見直す。
○１７年度より市営住宅付帯駐車場の料金改定に着手しており、１９年度中に完了する。
○１８年度から、管理経費を大幅削減し、市営住宅付帯駐車場の料金改定とあわせて市への納付金の増額に取り組
　んでいる。
○１９年度において、引き続き派遣職員を引きあげる。
○１９年秋頃までに、東淀川区内の３館について、統合の方向で検討を進め、結論を出す。
○２０年度末を目途に次期指定管理期間に向けて、機能・施設のあり方を抜本的に見直す方向で検討を進め、結論
　を出す。

○本市の派遣職員の引き上げに伴う充当雇用など、期間を限定して雇用への配慮を行うとともに、再就職ステップ
　アップ制度を支援するなど再就職への誘導を図る。

○１８年度末で廃止する。

全市的な基準を超える管理作業員１０名、給食調理員の５４名については、
１９年度末までに配置を見直す。並行して、引き続き管理作業員の総数の縮
減に努める。
施設・設備に対応するための給食調理員の加配４２名については、１８年度
中に配置基準の見直しを行い、２１年度末までに配置の適正化を図る。並行
して、引き続き給食調理員の総数の縮減に努める。
１８年度末までに中学生の昼食の考え方をまとめる。

１８年度末をもって条例廃止する。「相談と居場所づくり等３事業」につい
ては「こども青少年局」所管事業として全市展開する。その他の事業は廃止
する。

人権保育事業などを担当する専任保育士は、１８年度末をもって廃止する。

公の施設としては廃止し、高齢者の自主的な活動の場として引き続き利用に
供するとともに、高齢者だけでなく広く市民が利用できるよう多機能・多目
的な利用形態等について検討を行う。

公募指定管理もしくは民間法人移管について検討し、１８年度中に今後の方
針について明らかにする。

募集対象区域を市域全体に拡大することとし、また、名称についても廃止
し、１９年度から啓発を図りながら実施する。１８年度は準備期間とし、従
来方式での募集は行わない。

大阪市人権協会に委託している未利用地等は、今後策定する全市的な方針に
基づき、計画的に管理地の縮小を図っていくこととし、暫定措置として引き
続き人権協会への委託を継続する。駐車場の管理についても、今後示す予定
の全市的な管理運営の方向性に基づいて見直しを行う。住宅付帯駐車場の使
用料金は１９年度には他の市営住宅付帯駐車場と同額にする。管理経費の透
明性を確保するとともに効率的な運営を図り、市への納付金の増額を図る。

東淀川区内の３館については、統合の方向で検討を進め、１９年秋頃までに
結論を出す。
２２年度からの次期指定管理期間に向けて、機能・施設のあり方を抜本的に
見直す方向で検討を進め、２０年度末を目途に結論を出す。

プロジェクト委員会から指摘されている事項について配慮するとともに、当
該団体と協議して進める。

※事業名については資料４参照
※特別会計・外郭団体等の事業等は除く

資料２


